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1 特別論文
アメリカの学校裁量権限拡大における校長職の役割変容
-1980'""'-'90年代における校長の学校経営課題認識の変化に着目して-
筑波大学浜田博文
1 .序
(1)自的及び問題意識
本稿は、アメリカで学校裁量権限拡大施策が展開された 1980年代後半'"'-'90年代における校長職
の役割変容を、校長自身の学校経営課題に対する認識の変化を検討することによって明らかにする
ことを呂的とする。
1980年代後半以降のアメリカでは、“School-BasedManagement" (以下、 SBMとする)(1)と呼ばれる
施策が広く導入された。 SBMとは、学区教育行政当局(schooldistrict office)のもとにあった学校
経営(schooladministration/management)にかかわる諸権限と責任を各学校へ移行し、学校現場
(school-site)ごとに自律的な教育経営を行うこと、あるいはそのための施策を意味する。邦訳は多
様だが、本稿では上掲の含意でこれを iSBMJと表記する。
アメリカの学校経営は地方教育長(superintendent)による行政管理(educationaladministration) 
機能に包括され、校長(schoolprincipal)は倍々の学校でそれを代行する織として形成された(永罷，
1968; 1973)。学校経営の意思決定機関は地方教育委員会(1 oca 1 schoo 1 board)で、校内運営上の意思
決定はその政策範囲内で各校長が行うものとされてきた。教員は授業(teaching)を第一の職務と規
定され、学校経営への関与は職務として認知されてこなかった(2)。校長と教員のこうした職務・役
割分担は制度的・社会的に明確な合意がなされてきた(中留， 1999， p.233)。
ところが、 SBMという制度改革はそのような学校経営の態様とそこでの校長職の位置および役割
に変化をもたらしている。もちろん校長職が地方教育長のもとで個別学校の行政管理的職務を課さ
れた管理職(administrator)で、あることに違いはない。しかし、そのような校長職が校内で果たすべ
き役割が、 SBMという新たな制度枠組みのもとで変容してきたのである。それは、学校裁量権限拡
大のもとで倍々の学校が自律性を確立するための学校経営上の必要条件を映し出すものと考えられ
る。本稿はこのような認識に立ちながら、学校の自律性確立を基盤とした教育改革が、校長職にど
のような役割を要請するかを明らかにしようとするものである。
SBMは多様な施策の総称だが、次の 2点を共通要件とする(3)0 1つめは、学区教育行政当局から
各学校に対する諸権限の委譲、すなわち教育政策の形成・実施にかかわる制度・機構の分権化
(decentralization)である。これは、学校教育の成果に対する責任(accountability)の所在を教育実
践の現場たる各学校へ移行し、学校をアカウンタゼリティの基礎単位に位置づける。もう一つは、
?
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学校レベルの意思決定手続きを当該学校の校長・教員・保護者・地域住民らによって共同化するこ
と、すなわち学校における共同的意思決定(shareddecision making)である。したがって、 SBMのも
とで各学校は、明確なアカウンタピリティを果たすべく、教育の質的改善に向けて独自の共同的経
営を要請されることになる。
SBMが1980年代後半以降、全米規模で導入されるには、いくつかの背景があった。 1983年に端を
発する全米規模の教育改革は、当初、州政府主導のトップ・ダウンで進行したが、学校での教育活
動に改善をもたらすことができなかった(高野， 1991， pp.198-199)。増大するマイノリティ児童・
生徒の学力保障、その背景にある貧困や家庭崩壊など、学校は多様で深刻な問題状況への柔軟な対
応を必要とした(今村， 1990， pp.399-400)。こうした学校の実態や政策的要請を背景として、 1986
年以降、学校を教育改革推進のための最適単位と措定する施策が多くの州で採用されていった。 SBM
の導入はこの時期に進行した。
SBM施策の背景には、研究的な裏づけもあった。子どもの学力保障に及ぼす学校の影響力への悲
観視に対して、 1970年代以降の「効果的学校(effectiveschools)Jに関する諸研究は、新たな知見
を提示した(Davisand Thomas， 1989， pp.3-4)(4)。学校内部の組織・経営的要因が教育成果に及ぼす
有効性である。「学校の教育効果および学校改善に関する研究は教育制度改革にとって大きな支援
とプレッシャーをもたらしてきた。相互に補足しあうこれらの研究から見出された主要な 2点は、
学校の改善が新片的(piecemeal)というより統合的な(integrated)活動であるということと、改善は
学校ごとに起きるものだということである。こうした結論を拠り所にして、各学校は十分な自律性
を与えられ、円教育システム内における基礎的な意思決定単位mになるべきだということが議論され
てきたJ(Murphy， 1991， pp.12-13)と言われ、 1970年代以降のこれらの研究は、 SBMの導入を理論的
に支えるものとなったのである(5)。
以上のように、 1980年代半ば以降、公教育をめぐ、る実態・研究・政策の各側面から教育改革にお
ける「単位組織としての学校」の重要性が注目され、 SB時は多くの州、い学区で導入された(6)。いっ
ぽう 1990年代には、チャーター・スクールや学校経営の「民濁委託」など、学校のアカウンタピリ
ティ明確化の施策は多様化した(浜田， 2000a)。いずれも、統一テストを用いたアカウンタビリテ
イ・システムによって学校を教育結果責任のユニットと位置づけて公教育の再生を図ろうとする施
策である。だが、関係する学校数や在籍生徒数に即して考えるならば、 SBMのもつ影響力は大きく、
その影響範屈は最も幅広い(7)。そして SBMは、多様な社会経済的背景の下で様々な課題と学習ニー
ズをもっ在籍児童生徒を与件としつつ、その保護者や地域住民をまじえた共同的意思決定の手続き
をもって、学校としていかに教育成果を上げるかという課題に向き合う点でも特徴的である(8)。当
然にも、それは地方教育行政当局、教員、保護者の各主体によって地方教育行政レベルで争論され
てきた諸事項の調整を行いつつ教育活動の改善に取り組む自律性の発揮を、各学校の場に求めるこ
とになる(浜田， 1992， pp.227-228)。
このように考えると、 SBMのもとでどのような学校内部経営がなされるべきか、なされうるか、
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が間われなければならない。とりわけ学校としてのアカウンタビリティと共同的意思決定を基本要
件とする SB刊のもとでは、教育成果の実現を意図して、それを藍接担う教員の専門性発捧と保護者
による参加を軸にして学校の自律性を構築する経営的対応が必要になる。そうした中で、経営責任
者たる校長職はどのような役割を要請されるか。それは、政策的・実践的にも、そして研究的にも、
現代教育改革における重要な課題だといえよう。
以上の問題意識の背景には、日本で進行中の「学校の自主性・自律性の確立」をめざす改革への
関心がある。日本では地教行法 (1956年)施行以後、対「教育行政」における「学校経営Jの独自
性の確保に強い研究的関心が注がれてきた。そこでは、集権的な制度のもとで個々の学校がいかに
独自の「創意機能Jを発揮しうるか、そのために校長はどのようなリーダーシップをとるべきかが、
重要な研究課題領域とされてきた(吉本， 1965;堀内， 1985など)。だが、現実に学校裁量権限が拡
大されたとき、いったい学校にはどのような変革が必要で、校長にはどのような役割が要請される
かについて、確たる議論は展開されていない。
学校が自律性(autonomy)を発揮するには学校裁量権限(authority)の拡大が必要で・ある。それは制
度上、対教育委員会における「校長権限の拡大」を意味するが、校内における「校長支配の拡大J
を意図するのではない。校長への権限委譲は、学校紐織の構成員が教授・学習活動の質を継続的に
改善していくために組織の自己更新をおこなう働きを校内にっくりだしていくこと、すなわち「学
校の自律性」確立へと活かされなければならない。重要なことは、学校の裁量権限拡大という制度
改革を個々の学校の自律性の確立につなげることであり、そのための学校経営のあり方を解明する
ことである。権限を委ねられた校長が校内でどのような役割機能を発揮すべきかという点は、重要
な鍵を握るといえよう。だが、学校裁量権限の委譲が未だ不明擦な状況にある日本で、検討対象と
なりうる事例を見出すことは困難である。本稿は、そのような認識のもとで、 15年ほど先行して制
度改革を展開してきたアメリカの事例を通じて、今自の日本の教育改革におけるこうした課題を考
えるための一定の示唆を得ょうとするものでもある。
(2)先行研究の検討
①アメリカにおける研究
アメリカでは 1980年代以降、 SB時に関する数多くの研究が行われてきた。
1990年代初頭までには教育改革における SBMの位置や意味、仮説に関する検討により、 SBMが公
教育経営のあり方の「再構築(restructuring)Jをめざす制度改革であることが示唆された(9)。次い
で、そうした制度改革による成果の有無が関われた。制度上の権限委譲で校長や教員はどう変化し、
学校での意思決定の共同化で教員と保護者の「参加Jはどうなったかに関心が向けられた(Murphyand 
Beck， 1995)。だが、制度は変わっても意思決定への実質的影響力の構留に大きな変化は認められな
いか、あるいは非常に唆味だというのが多くの見解である(たとえば、Elmore，1993; VanMeter， 1994)。
そして最大の関心事で、ある教授・学習の質的向上への効果にも否定的見解が少なくない (Murphyand 
Beck， 1995， p.157; Elmore， 1993， p.35)。だからと言って、 SBMの実施が教授・学習の改善にとっ
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て無意味だとされたのではない。学区と各学校との組織構造改革である SBMは、教授・学習過程に
直接的に結合するのではなく、両者は学校内部の諸種の条件によって媒介されていると考えられて
いる(Elmore，et al.， 1996)。
こうして、 SBMが生徒の学習に効果をもたらすにはどのような学校内部条件が必要かという視角
で事例分析も数多くなされた(David，194; Woh1stetter and Odden， 192; Mohrman， eta1.， 194; Murphy 
and Beck， 195; Robertson， et a1.， 195; Woh1stetter and Mohrman， 196 etc)。中でも、 Mohrmanと
Woh1stetterらによる一連の研究(10)は注目される。この研究の最終報告書である Woh1stetterand 
Mohrman( 1996)は、 rSBMの真の試みは、組織全体の変革(systemicchange)の一部分として実行される
ことを必要とするJ(p.2)という前提に立ち、生徒の学習成果に対する SBMの効果が不明瞭なのは、
権限委譲それ自体に過剰な関心と期待が寄せられて、権限委譲された学校における組織上の変革が
必要であるにもかかわらず、そのことへの関心が十分で、なかったからではないか、と問題提起した。
本研究が注呂する校長職の役割はその学校内部条件の一つである。当然にも、校長職の役割やリ
ーダーシツプについては一定の議論が展開されている。その重要な端緒となった 1970'"'-'80年代の
「効果的学校Jに関する研究は校長に強力な教授上のリーダーシップ(instructiona11eadership)を
求める議論を広めたが、学校の組織・経営と校長の位置・役割との関係にかかわって、それには少
なくない疑問が提起された(1 ) 0 Ha 1 i nger and Murphy(1987)は、「効果的学校」研究の解釈は、「学校
の背景要因 (schoo1context)Jと無関係なかたちで校長の画定的な役割をっくりあげたと批判し、
「たとえ貧困な大都市部の小学校に改善を生み出すために強力な教授上のリーダーシップが必要だ
としても、他の学校において適切なスタイルの教授上のリーダーシツプは、多くの組織的(職員構
成など)及び環境的(学区による支援など)要因しだいで多様にありうるJ(pp.179-180)と指摘す
る。そして、学区の状況(低所得地域か否か)、学校段階(小学校か中学校か)、教職員の構成(経
験の長短など)、教授目標と技術の明瞭度(限定的か広範かなど)などの諸要留によって校長の役割
は大きく異なるべきものだと論じた。
「効果的学校」研究もその批判的論議も、学校の教育成果に校長が重要な影響力をもっとみる点
では共通している。だが読者が学校内部過程を一方向的に単純化して捉えるのに対して、後者はそ
うはみていない。前者は校長のリーダーシップを基点として教授・学習の成果が生み出されるとい
う構留を前提とするが、後者は校長を組織内外の諸条件との間の相互作用関係の中に位置づける。
学校内部経営過程における校長識の位置に関する議論は推移しているのである。 1980'"'-'95年の 40
件の調査研究にみられる概念枠組の検討を通じてその点を明らかにしようとしたのがHallinger and 
Heck(1996)である。彼らは当該 15年間に行われた校長のリーダーシツプ行動と学校の効果性との関
係に関する諸研究をレビューし、各々が前提とする理論モデルを分析した。彼らによれば、「校長の
リーダーシップJが「先行変数j の影響を受け、「媒介変数Jを介して「生徒の達成度Jに影響を及
ぼすというモデルが最も包括的で洗練された枠組で、最近の研究の多くはこうした枠組のもとでほ
ぼ共通した結論を導いている。すなわち、校長は組織的・環境的な背景要国によって異なるリーダ
????
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ーシップ行動をとり、その影響は教育成果に対して直接というよりも、学校内部過程に対してより
強くはたらいている(pp.27-28)。
このように、学校内部経営と、そこにおける校長のリーダーシップの態様に関する研究は数多く
(たとえば、 Dealand Peterson， 1994)、そのレビューを通じて校長織のあり方も捉えなおされてき
た(たとえば、 Beckand Mur、phy，1993)。そうした研究的論議の多くは、新たなリーダーシツプ論の
探究とそれに基づく校長養成・研修システムの改革を強く指向している(Mur、phyand Forsyth， 1999)。
だが、学校裁量権限拡大施策が進行した 1980年代後半以降において、校長職がどのような課題に直
面し、新たにどのような役割を要請されることになったか、その変容の過程を明快に論じた研究は
見当たらない。管見の限り、 Beckand Mur下旬(1993)は本研究に多くの示唆をもたらしてくれる。同
書は 1920 年代~1990 年代の校長職に関する文献で用いられた比輸の分析によって、各年代の校長
織の役割の歴史的変遷を描出している。ここでも 1980年代の比輸の筆頭には、「教授上のリーダ-J
(p.149)があげられているが、分析対象とされた文献は 1990年発行までで、 1990年代については
「予測」の域を出るものではない。
以上のように、アメリカにおける研究は、学校の教育成果に影響を及ぼす学校内部過程の複雑さ
に対して関心を高め、固定的・一方向的ではありえない校長のリーダーシップ態様を究明しようと
している。しかし、学校裁量権限拡大施策の実施を契機とする校長職の役割変容の態様を実証的に
明らかにした研究はみあたらない。
②日本における研究
自本でも 1980年代後半以降、アメリカの学校裁量権限拡大施策とりわけ SBMを対象とする多くの
研究が行われてきた。その大半は、教育制度・政策あるいは教育行政的関心に基づき、地方教育行
政レベルの機構改革のありようや、学区教育委員会と学校との権限・組織関係に焦点を当てている
(たとえば、小松， 1994;高野， 191， 1994;坪井， 1996， 1998;中留， 1987;橋口， 1994;浜田， 1992， 
1993 ;葉養， 2001 ;本多， 1993;山下， 1997， 1999， 2002)。
このうち中留(1992a，1992b)は、SBM施策における学校内部経営の様相をいち早く日本に紹介した。
州・学区レベルの施策的文脈との関連づけは十分でないが、校内意思決定組織やそれをめぐる校長
のリーダーシップ論議に着目した稀少の研究である。また中留による一連の研究(1994，195， 196 
など)は校長のリーダーシップに関心を向け、とくに中留(1995)は1990年代における学校管理職の
力量形成システムの改革を分析しつつ、「文化的リーダーシツプ」の視角から校長の役都の事例検討
を行っている。その主要な関心は「学校文化形成j のためのリーダーシップのあり方にあり、本研
究の関心とは一線を画するが、資格・養成・研修プログラムの改革内容という視点から校長職の役
割期待を考察するよで示唆に富んでいる。
いっぽう、最近になって、アカウンタピリティの基礎単位として制度的に位置づけられた学校内
部での経営的態様に関心を向けた研究が発表されている。山下(2002)はイリノイ州シカゴにおける
「学校評議会」の動態を「教育行政における政策決定」の観点から文献資料を駆使して丁寧に考察
? ? ?
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している。その基本的関心は「学校レベルにおける政策決定の基本的な構造」の把握に置かれ、本
研究とは異なるが、各アクターの「政策決定行動」という規角から事例校における「校長Jr教師」
「素人」の行動を分析しており、示唆に富んでいる。ただし、最終的な考察の焦点は教膏委員会の
役割に向けられ、校長識の役割変容に対する関心はみられない。
筆者は、学校裁量権限拡大への政策的動向が現れ始めた 1988""1989年の時点で、アメリカ教育改
革と校長職の役割との関連性について考察したことがある(北神・水本・昭久津・浜田， 1988;浜田，
1989)。だが当時は SBMが普及していく初期の段階で、学校内部経営の変化への関心は薄かった。最
近筆者は、本稿の問題意識に基づいて 2つの論稿を発表してきた(浜田， 1998， 199)。浜田(1998)
はSBMのもとでの「教員リーダ-Jの配置という学校内部組織の改編動向を解明した。そこでの考
察は、筆者が学校内部経営と校長職の役割変容を捉える際の基礎となっている。浜田(1999)ではケ
ンタッキー州の SBMのもとでの学校経営の実態と校長職への役割期待を、共閥的意思決定の態様に
着目して描出した。本稿は 1980年代後半""90年代を通じた校長職の役割変容の全米的動向を明ら
かにすることに主眼を置くが、これら二つの論稿は本稿の考察に比較対照の視点をもたらすもので
ある。
以上の研究を通じて、1980年代後半""1990年代において進められた SBMが行政制度改革として有
する意義や課題等については十分に議論されてきた。しかし、そうした制度的変化のもとで校長職
の役割がどう変化してきたかについては、未だ十分に検討されていない。
(3)課題と方法
本稿は以下の課題を設定する。
第一に、 1980年代前半における校長職の役割に関する実態と諸論議を、先行研究および学校管理
職関係団体(12)の機関誌等のレビューに基づいて考察するとともに、1980年代後半における教育改革
の全米的進展において校長職の役割がどう論議されていたかを整理する。第二に、 1980年代後半~
1990年代に学校裁量権援が拡大した事実を確かめたうえで、校長がそのような制度上の変化にどう
対応しようとしたかを明らかにする。そして第三に、その閣に校長織はいかなる経営課題に直面す
ることになり、自らのとるべき役割をどう認識したかを明らかにする。これら第二と第三の課題に
ついては、全米初等学校長協会による 1988年および 1998年の全国調査のデータ比較を中心に考察
をおこなう。最後に、以上の論議を総括し、学校の裁量権限拡大という制度改革を受け、学校の自
律性確立に向けて校長職はいかなる課題を認識し、自身の役割のあり方をどう志向したかについて
考察する。
ところで、本稿は校長職の役割変容の全体像を捉えきれるものではない。それを解明するには、
少なくとも研究・政策レベルにおける役割期待の変容と、学校経営場面における役割機能の実際に
対する考察が必要である。本稿は校長自身の学校経営課題に対する認識の変化という視角からその
役割変容の一端を明らかにするものであり、残された課題は別稿にゆずりたい。
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2. 1980年代前半までの校長織の役割実態と論議
( 1 )校長職の役割機能の実態
アメリカの校長職は 1930年代に教授(teaching)職務から独立した学校行政宮として確立し、以来、
地方教育長の包括的な教育行政権限を各学校で執行する職務と役割を担うとされてきた(Beckand 
Murphy， 1993， pp.23-26)。永詔(1968)が「校長は、…いわゆる学校機関の長としての性格以上に、
むしろ行政官(administrativeofficer)として規定されているJ(pp.16-17)と述べたように、校長職
のこのような基本的性格は 1960年代においても維持されていた。
全米初等学校長協会が継続的に実施している全思調査(13)は、そのような状況を裏付けている。
1948年以降 10年間隔で実施されている詞調査のうち、ここでは 1958年、 1968年、 1978年の各結果
をもとに、校長織の指j産的位置と役割機能の実際を検討してみよう。
まず、自校の職員選考に対する校長の発言機会の有無に着呂して 1958年調査と 1968年調査を比
較すると、「何も発言機会がない」とする回答は 45%(1958)と38.5% (1968)で、発言機会は増大傾向
にある。この点について 1968年報告書は、「過去 10年間のこうしたパーセンテージの変化は、校長
職という一団が、教員選考に関してより大きな権限を与えられてきたということを示唆している。
彼らはますます選考過程に参加して、個々の学校の職員の選考を学区当局とよりいっそう共有して
いるように思われるJ(p.57)と記している。この傾向は、学区レベルで行われる教員選考過程に校
長が参加するという変化を示している。裏を返せば、そもそも学校経営に関する意思決定権限は学
区レベルにあることが前提とされているといえよう。
そして 1978年調査は、学区レベルでの意思決定に対する校長の参加度への関心を、「行政専門委
員会(administrativeteam)Jに着目して示している。報告書によると、全米の主要な学校行政官・
管理職団体が共同的意思決定モデルとして主張している「行政専門委員会Jの実際を尋ねたという。
結果は次のようであった (pp.75-79)。全体の 68%の校長がそのような学区レベルの組織の存在を認
め、「彼らは、"相互作用、協議、及び意思決定という目的のために、管理職及び指導監督職員をと
もに引き入れるnための行政専門委員会のようなものを用いる学区で職務を進めているJ(p.75)。そ
うした紐織をもっ学区の校長の 82%がそのメンバーに小学校長が「含まれており、実質的な意味を
もっている」と答え、「名前だけ含まれている」は 15%であった。自分自身がメンバーか否かにつ
いては、「実質的に」が 72%、「名前だけ」が 14%である。
向調査は、学校経営にかかわる意思決定権娘が学区レベルにあるという制度を前提としている。
そのうえで、その意思決定過程に校長がどのように、どの程度、参加機会を保障されているかとい
うことに強い関心を向けている。 1950---70年代は、学区統合が急激に進行した時期である(14)。統合
に伴う学区大規模化のもとで、意思決定権限を学法当局が有することを前提とした枠組の中で、学
区レベルの意思決定手続きに修正がなされていたと理解できょう。
また、全米の校長協会がこの点に強い関心を向ける背景には、 1970年代において、教員団体が団
体交渉を通じて学区の政策決定過程に強力に関与していった事実がある(太田， 1988， p. 70 )。
? 、
?
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Jacobson and others(1973)も、「最近の全米初等学校長協会と全米中等学校長協会の全国大会では、
校長は交渉において忘れられた存在(theforgotten men)だということが大きな関心事となっている
が、それは確かに真実のようだj(pp.25-26)と述べている。
1984年 l丹、あるシニアハイスクールの校長は、「校長は、上からの施策・指示・制販を受けて、
効率的かつ効果的に職員と施設設備を用いながらそれらを測定可能な成果へと変換することに責任
を負っている。J と述べ、「伝統的な組織をとっている学区では、管理者集団の中での校長の役割は
しばしば、“トップ・マネジメントの意思が下へ流れ、統合された情報が上へと流れていく途中の上
戸"として働くことに制限されてきたJと指摘した上で、「より洗練された学亙では、特別の管理職
専門委員会(aspecial management team)に校長を入れている。それは通常、学IR当局担当者と小・
中・高校の代表者によって構成され、諮問(advisory)あるいは意思決定(decision-making)のいずれ
かの権能をもって、教育長のリーダーシップのもとに定期的に会合する」と述べている(Wilhelm，
1984， p.27)。
1970年代末-----1980年代はじめにおいて、校長職は地方教育長の各学校における代行者としての位
置に置かれ、主として人的・物的な管理を中心とする役割機能を担っていた。専門職団体ではその
ような現状に対する不満も議論され、学区レベルでの意思決定手続きの修正はなされていたものの、
それらは意思決定権限を学区レベルに置くことを前提としていた。
(2)校長職の役割期待をめぐる論議
制度的には以上の位置に置かれながら、校長は校内における自らの役割として教授活動への指導
監督(supervisionof instruction)に強い関心を向けていた。例えば 1961年の連邦教育局による調
査などから「授業の管理指導 (supervisionof instruction--浜田注)に多くの時間と努力を注ぐべ
きだ」という強い要望が明確にみてとれる(永時， 1968， pp.20-24)。前掲の 1968年調査でも、 75.1% 
の校長は自分の学校の教授(instruction)の指導監督及び改善に第一の責任を負っていると答えて
いる (Departmentof Elementary School Principals， NEA， 1968， pp.78-79)。
このような教授活動に対する校長の役割にかかわって、 1970---80年代には「効果的学校」研究が
提起した「教授上のリーダーシップJが脚光を浴びた。そこでは、学校内部の組織・経営的作用のあ
りようによって学校の教育成果は上がりうることが実証され、その重要要件のーっとして管理職の
リーダーシップが指摘された。 Bossert(1988，p.346)は、効果的学校研究によれば「効果的校長
(effective principals)jは「教授上のリーダ-jになるべきだということになると指摘し、その特
徴の一端を「効果的学校の校長は教授の調整と運営により多くの時間をあてており、教材に関して
より熟練している。彼らは教員の勤務状況を観察し、教授上の問題について議論し、向上しようと
する教員の努力を支援する。そして教員と生徒の達成度を診断する評価手続きをつくる」と記して
いる。 Edmonds(1979，p.22)が効果的学校の条件の一つを「強力な管理職のリーダーシッフ。(strong
administrative leadership)jと述べたことに象徴されるように、ここでは個々の教員の教授活動に
対して校長自身が直接的に指導し評価することが教授上のリーダーシップの内実として描カ亙れてい
??
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る。“instructionalleadership"という概念は前掲の内容にとどまらず多様(Hallingerand Murphy， 
1987)との議論もあるが、「“instructionalleadership"の概念は、幅広く無数の職務事項と費任を包
括して規定されうるものである。たとえば、テキストの選定、カリキュラムの修正、時間割づくり、
生徒の規律指導、などなど。J(Pellicer， 1982， p.28)と言われるように、基本的には教授・学習活
動を生み出す諸条件に対する校長自身の直接関与が前提とされている。だがそのために、「教授上の
リーダーシップJを説く議論は葛藤を抱えていた。
全米中等学校長協会(TheNational Association of Secondary School Principals: NASSP)の機関誌
明ASSPBulletin"1979年 1月号では、「校長は教授上のリーダーである」という言説が「神話(myth)J
か「事実(fact)Jかという議論が展開されている。 Fallon(1979)は、「教授上のリーダーシップはそ
の核心部分において本質的に経営管理的なものではない。それは数多くの分岐した教科領域の深い
知識、同輩・共同学習者の立場で動機づけする能力、そして模範を示すことによって元気づけリー
ドする能力を伴うべきものである。J(p.68)などと述べて、校長はそのための養成・研修を経ておら
ず、第一に経営管理・組織運営的な役割を遂行しなければならず、そのような役割を果たしていくた
めの時間的保証もないことなどから、それを強く求めることの非現実性を強調している。 Weldy
(1979 )はこれに反論し、校長はその位置も役割も本当に学校の“instructionalleader"なのであり、
「実際のところ選択の余地などない。生徒の学力が低下しつつあり、学校に対する一般の人々から
の信頼が揺らいでおり、財政上のアカウンタどりテイへの諸要求があるこの時期に、校長は自分が
望もうが望むまいが、“instructionalleadership"を果たさなければならないのである。もしその方
法がわからないのなら、校長はそれを学ばなければならない。もし時間がないのなら、時間をつく
らなければならないり (p.72)と論じている。
また、 Pellicer(1982)は、上掲の Fallon(1979)に依拠して時間と研修の不足を指摘する。さらに、
教員は校長に“instructionalleadership"をあまり望んでおらず、それは校長自身の責任意識の低さ
を導き、効果的というよりも便宜主義的な指導監督のモデルをもたらしてきたとして、次のように
述べている。「校長は年度の終わりになって何も告げずにさっと教室に入って 1O，._ 15分程度そこに
いて、そこでいくつかの推論をして、またさっと出て行く。こうしたありかたは教員との新しい契
約締結の前に教員を評価しなければならないという校長のニーズを満足させるが、教授の改善にと
ってはほとんど意味がない。J(p.30)と。そうして彼は「臨床的な指導助言(clinicalsupervision)J 
は校長にとって多くの時間を要し容易ではないことを指摘した上で、「結局、自信床的な指導助言は、
教員と校長との向僚的で非脅迫的な関係の確立を必要とする。校長が経営管理的な意識で教員を評
価することに責任を負っているかぎり、この同僚的な関係を確立することは非常に難しいだろう」
とも述べている(p.31)。
以上の諸論議から、次のことが明らかである。校長は制度上、学区行政宮的な立場にあり校内に
おける経営智理的な職務を遂行しながら、学力向上に対する問題意識のもとで偲々の教員に直接的
な指導監督を施す“instructionalleadership"を求める議論も存在した。しかし、その対象の多様性
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と時賭や知識・技能の不足、教員評価をめぐる教員との関係の図難さなどもあり多くの葛藤を抱え
ていた。さらに、先取り的に 1990年代との対比で付言するなら、校長の学校経営責任を教授・学習
の質的改善をもって明確に問うような制度的環境はこの時点では未形成で、そのような葛藤を校内
組織化によって解消するという議論も十分な展開をみなかった。
3. 1980~1990 年代の裁量権限拡大における校長の校内共同化指向
前節のような校長職の制度的位霞は、 1980年代後半以降変化することになる。学校へ委譲された
裁量権限を受け、校長は権限遂行にあたってどのような対応を志向したのか。ここではその変化の
内容を、校長自身の課題認識から検討する。具体的には、先に紹介した全米初等学校長協会による
10年間隔調査のうち、 1988年謁査と 1998年調査との比較検討を中心に行う。
10年間隔調査の設問内容は毎田修正されているため、同一設問に対する回答結果の単純比較では、
10年間の変化を的確に捉えることができない。むしろ設問内容自体の変化に校長が直面する課題の
推移を見出すことができる。こうした観点で問調査を見てみると、学区から学校への権限委譲に関
わるいくつかの間いが 1998年調査で新たに設けられている。最も直接的な間いは、「あなたの学区
は過去3年の間に学校へより多くの意思決定権限を委譲しましたか ?Jである。その結果は、「かな
りしたJ26.7%、「まあまあしたJ45.8%で、「し1いえJ27.4見であった (Doudand Keller， 1998， p.19)。
1990年代において、 7割以上の学校が所在する学区で学校の裁量権限拡大が進められた事実を確か
めることができょう。
先に 2( 1 )で注目した教員選考については次のような結果を見出すことができる。 1978年の「自
分の学校の教員選考に関するあなたの権限について、最も的確に表現したことばを選んでくださいJ
という間いで、 i(a)学lR当局との共毘選考Ji(b)だいたい学亙当局との共同選考Ji(c)学区当局と
ほとんど共同選考できないJi(d)学区当局による一方的な選考Jという 4つの選択肢が設けられ、
その回答は、 (a)43.0見、 (b)37.7見、 (c)9.7見、 (d)9.6見であった (Pha討sand Zakariya， 1979， pp.63-65)。
これに対して 1988年調査の設問内容は微妙に変化し、「次の各領域におけるあなたの権娘につい
て最も的確に表現したことばを選んでくださいJ という間いのもとで、「教員選考Ji職員の指導監
督と評価Ji自校の授業改善」の 3つの領域のそれぞれについて、 (a)i第一の権限をもっている」、
(b) i学区当局と共有しているム (c)iほとんど又はまったくない」という選択肢を設けている。そ
の結果は図 lのように、「教員選考」で(a)37児、 (b)54%、(c)9見、「職員の指導監督と評価」で(a)約
96%(15)、(b)4目、「自校の授業改善」については(a)67.4%、 (b)32%であった (Doud，1989， pp.106-108)。
間報告書はこの結果について、「教員選考を学lR当局と共有するというのは伝統的なやり方である。
そこでは、校長は候補者に対する面接試験に参加するよう招かれるが、選考と割り当ての最終権限
は学区当局が握っているjと述べ、「校長は教員の指導監督と評価に対するアカウンタビリティを明
確に求められているのに、教員の選考に関する権摂を相対的にほとんどもっていない。これは矛盾
だ」と指摘している (pp.107-108)。
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図2 1998年調査における校長の権限/費任認識
(Doud and Keller， 1998 Rgure 2， p..15 
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確かにこの指摘は的を射ているが、 1978年から 1988年の間の変化にも留意する必要があろう。
教員選考に対する校長のかかわり方を「学区当局との共同」を中軸にして捉えていた 1978年調査と
比べると、 1988年調査は「校長が第一の権限をもっているJという選択肢を設けている点で大きく
変化している。事実、それを選択した校長は 37見にのぼっている。この結果は、当該 10年間に、市j
度上、学校への権眼委譲がかなり進み、校長の意識においてもそうした変佑が浸透しつつあったこ
とを示しているといえよう。
こうした趨勢は、 1998年調査においてさらに明白に現れる。向調査は、「あなたの学校の教員選
考において、あなたはどの程度の権限をもっていますか?Jという間いを立て、 (a)r第一の権限/
責任をもっているム (b)r校内の他者と共有しているム (c)r学窓当局と共有しているJ、(d)rほと
んど又はまったくなしリという選択肢を設定している(16)0 1988年調査と向擦に「職員の指導監督と
評価Jr自校の授業改善」についても同じ選択肢の質問が設けられ、その結果は図2のようであった
(Doud and Keller， 1998， pp.12-15)o r教員選考Jに注目して 1988年調査と比較すると、「第一の権
援/責任」は 37%から 45%に増え、「学区と共有」は 54%から 29.2児へ大きく減少している。そして、
新設された「校内の他者との共有j は21.8%の回答を得ている。「職員の指導監督と評価Jについて
しかし「自校の授業改善」では、「第一の権限/責任Jは67.4%かはほとんど変化が認められない。
ら39.0%へ、「学童との共有」も 32%から 15.8見へ、大幅に減少しているのに対して、新設の「校内
の他者との共有」は 44.5%で最大値を占めている。
以上の趨勢は、 1990年代における、少なくとも 2つの点での学校経営にかかわる重要な変化を示
している。すなわち、教員選考および授業改善にかかわる権限・責任が学区教育委員会から学校へ
そしてその権限を校内で遂行するにあたって、校内共同化に向けた学校
である。そのための役割機能を果たそうとしていたこと、
??? ? ?
と大きく委譲されたこと、
経営のあり方を指向し、
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4.校長からみた学校経営課題の変化
1988年調査まで設けられていた「行政専門委員会Jに関する質問は 1998年調査で姿を消してい
る。学校裁量権限の拡大に伴い、校長の学校経営上の課題意識が対学区教委との関係から学校内部
の経営へ焦点化された証左といえよう。そして前節によれば、校長は委ねられた権限を校内におい
て共同的に遂行することを指向した。本節では、そのような校長はどのような学校経営上の課題に
取り組むことになったかについて、より呉体的に検討する。そこでまず、再調査の設問「次にあげ
る各事項は、今あなたが責任を負っている学校で、最近又は今後 1年以内の間にどの程度問題とな
るでしょうか ?Jの屈答結果からみてみよう。
( 1 )教員の職能開発の学校経営課題化
設問中にあらかじめ列挙された事項は、 1988年調査の 36項目から 1998年調査では 56J員自に増
え、しかも「教育プログラムに関連した問題Jr生徒の問題Jr教職員の問題Jr関係当事者の問題J
「管理運営の問題」という 5つのカテゴリーに分類されている。そのため単純比較はできないが、
1998年調査における設定項目の精細さは、個別学校レベルの経営上の課題に対する関心の明確佑と
そうした諸課題の広範化という、この 10年留の変化を示している。
1998年調査のカテゴリーに即して言えば、校長による学校経営課題認識の変化は「教織員の問題J
において顕著である。 1998年調査の「教職員の問題Jで最大の指摘を受けたのは「職員の職能開発
と再教育(professionaldeveloprnent and retraining of staff)J ( rとても問題J50.1 %、「まあまあ
問題J40.4%、合計 90.5見)である。しかし、 1988年調査ではそもそもこれに対応する項呂が未設定
であった。当時の教職員関連の項目としては「教員の評価 (evaluatingteachers)J ( rとても問題J
19.7弘「まあまあ問題J50.問、合計 70.2%)が上位にあるが、 1998年調査でこれに対応するのは「職
員の評価(evaluationofstaff)J( rとても問題J38.問、「まあまあ問題J47.問、合計86.7見)で、
しかも「管理運営の問題」カテゴリーに分類されている。また「教職員の問題」で第2位の指摘を
受けた「教員の遂行能力の程度(levelof teacher perforrnance)J ( rとても問題J37.5弘、「まあま
あ問題J47.7目、合計 85.2%)は 1988年調査にも設定されていたが、当時の回答結果は「とても問
題J15.問、「まあまあ問題J54.3目、合計 69.4%にとどまっていた。この課題に対する校長の認識度
の増大を確認することができる。
1988年と 1998年とのこうした違いの最大のポイントは、 1980年代に学校経営課題として位置づ
けられていなかった「教職員の職能開発Jが、 1990年代を通じて学校経営の最重要課題として校長
自身から明確に意識されるようになったことにある。しかもそれは、「管理運営の問題」としての「職
員への評価」から明確に区別されている。
1996年4月'"'-'7月に全米教育統計センターによって実施された調査(17)でもこれに関係する興味
深い結果が出ている。向調査では教育改革のための方策を 10項目(18)例示し、自分の学校でどの程
度活用しているかを尋ねた結果、 rb.教員が生徒に期待する学習内容を教授できるための職能開発」
。 。「 ?
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の沼答は「まあまあ活用J47%、「大いに活用J37%で、合計 84%を占めていた。また最も情報を
必要としている項目を 3つ選択した結果ではは.インターネットや遠臨通信などの授業を支援する
革新的技術」の 43%に次いで 41%の指摘率であった。
筆者はかつて、アメリカの地方教育行政の主要な機能としての“supervision"が歴史的に「管理統
制」的性格から「助言援助J的性格へ指向性を変え、 1990年代には「助言援助」的機能を分離独立
させるべく学校内部での組織化が進行したことを明らかにした(浜田， 1993)0 i教職員の職能開発」
を校長が自ら責務を負うべき学校経営の課題として位置づける上掲のデータは、それに符合する。
アメリカの教員の現職研修は、大学(院)・学区教委のコースや研修プログラムへの個人的参加とい
う方式で確立されてきた。研修修了は教員としての資格とキャリアにとっての個人的メリットとさ
れ、したがって職能開発は本人の責任に委ねられてきた。牛渡(2002)も歴史的考察からこの点を明
らかにした上で(pp.54-57)、1986年以降の教員研修論議に「学校改善のための教員研修」という視
点を見出している。だがその時点では、個々の学校が主体的に教員の職能開発に取り組まざるを得
ない制度的条件を伴っていたわけではない。事実、牛渡が考察対象とした教員研修も個人的活動と
してのそれにとどまっている。
1990年代を通じて個別学校への権限委譲とアカウンタピリティの明確化が進行したことは、その
意味で重要である。教育の質的保障に対する責任が学校レベルに移行するにともなって、教員の職
能成長は単なる個人的キャリアの問題ではなく、在籍する学校の教育活動の質的改善の問題と認識
され、教員の職能開発は、学校経営上の重要課題として校長から明確に認知されることになったの
である。さらに前節の議論に基づくなら、校長は自ら直接に指導・評価を行うというのではなく校
内教員による共同的組織佑によってそうした課題に対応しようとしたといえよう(19)。
(2)保護者による参加の学校経営課題化
①共同的意思決定への参加をめぐって
前掲 1998年調査のカテゴリーのうち、「関係当事者の問題Jにも重要な変佑が見出される。「保護
者の参加度」である。 1988年調査では、「とても問題J20.8弘「まあまあ問題J49.3目、合計70.1%
であった。この指摘率は、「学力遅滞見へのプログラム提供Ji児童の行動管理Ji州法令への対応J
「教員への評価」に次いで高い課題認識を示していた。ところが 1998年謂査の結果は、「とても問
題J41.1見、「まあまあ問題J43.1児、合計84.2%となっており、とりわけ「とても問題」とする回答
が顕著に増加している(図3)。
保護者の参加(parentinvolvement)がより明確に意識されるようになった背景には、保護者をまじ
えた共同的意思決定の制度化がある。 1998年調査の結果(Doudand Keller， 1998， pp.20-21)によれ
ば、「学校審議会又は委員会Jのような会議体を設置している学校は全体の約6割を占める。これに
は地域差が大きく、小都市部は 51.3%、農村部は 41.4%にとどまるが、都市部の場合は 75.1%、
都市郊外でも 69.4%にのぼる。その役割は、「全くの諮問J38.5%、「学区から委譲された権限の意
思決定J48.5%、「より幅広い意思決定J13%で、学校規模や地域性にかかわらず向様傾向だという。
?
?
「 ?
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会議の構成員は、「教員J95.7話、「保護者J85.3目、「非教授職員J66.4話、「他の地域住民J30.6%、
「企業関係パートナーJ26.5見、「児童生徒J15.3見、「その他J10.6先で、校内意思決定手続きにおい
て保護者は教員に次ぐ中心メンバーに位置している。
ただし、意思決定に対する各主体の影響力は図4のようである。この設問は、上述のような会議
体の有無にかかわらず、自校の意思決定に対して各々がどの程度の影響力をもっているかを尋ねて
いるが、教員は「大きしリが 74.8見なのに対して、保護者は 26.5%にとどまっている。また「他の地
域住民」と「企業関係パートナ-Jは「大きいJ影響力をもつものとしてはほとんど捉えられてい
ない(それぞれ、 2.9%、2.7%)。
以上のように、学校の意思決定手続き上、学校審議会等の会議体に保護者代表が参加するという
制度上の変化は確実に広がった。ところが、教員が学校の意思決定に対する実質的な影響力を拡大
したのに対して、保護者による参加度や影響力は高くない。校長は校内における共同的意思決定に
おいて保護者の参加度や影響力が高まらない現状に対して課題意識を強く向けている、と理解する
ことができょう。
???????
図4 各主体の意思決定への影響度
Doud and Keller， 1998， p.22より作成
!図3探護者の参加度に対する校長の課題意識
i Doud， Jし糊p.131及びD叫部dKeler， 1捌，p.75より作成
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②教育参加の促進をめぐって
だが保護者の参加をめぐる校長の課題意識は単純ではない。「現在および今後 l年以内の職務の
保証に関わる問題」についての回答結果からそのことを読み取ることができる。
1988年調査では「自分の方針と保護者の考え方との葛藤」が「とても問題J6.0弘「まあまあ問
題J42.7児、合計48.7%であった。一方 1998年調査では、「保護者との葛藤Jが「とても問題J14.3弘
「まあまあ問題J49.5見、合計 63.8誌となっている(図 5)。また図 6は、この設問で列挙された項
目のうち 1988年調査と 1998年調査の共通項呂を取り出したものだが、この 10年間の「保護者との
葛藤Jに対する校長の問題認識の増大は他の事項に比して顕著である。最大の問題事項に挙げられ
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た「児童の到達度Jは、アカウンタビリテイ・システム厳格化への対応として説明できょう。だが、
「教員との葛藤Jと「教育長との葛藤jよりも「保護者との葛藤」に危機感を覚える校長の認識は、
意思決定への参加問題のみで、は捉えきれない。
函5 保護者との葛藤に対する校長の問題認識
h 札、lL1鰯 .pJ34及びDcud副KeIer，1田&β71より{骨或
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図6 1988年'"1998年の校長に;つての時事項の変化 1 
。αJd.J. L. 1989. p.l34およびDαJdand Keller. 1998. p.71より作成
幸弘番手 の私有換 のも争 じの寄与争 寄与呑ザ ~事件 ゅのゆ主 将ρ鳴き
設の グボが〆 げ がのiホ紛争引の事
函1988年調査 ロ1998年調査
その背景には、多人種・多文化・多言語化の進行、家庭崩壊、片親家庭の増加、貧困など文化的
およびネ士会経済的要因が複雑に絡み合っている。 Warnerはアメリカ社会の多様性の進行を示す様々
な人口統計上の変化を例示した上で、校長が自分の学校の保護者や地域について述べた実際の言説
を紹介している (Warner，1997， pp.22-25)。以下はその数例にすぎないが、校長にとって「保護者」
「家庭Ji地域」がいかに多様であるかを窺い知ることができょう。
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-われわれの学校には、文イ七、民族、言語、宗教において非常に多様な背景をもっ生徒が在籍している。 846名の
生徒のうち32%は英冨系白人ではない(non-加glo)。最大の民族集団はフィリピン人(120家族、 173名の生徒)で、
家庭では英語以外の言語を使っている。家庭の大部分は中東系文化で、言語は2種類ある。(カリフォルニア州)
・われわれの地域はきわめて多様である。南米とヨーロッパから来た家庭が、キューパ、ハイチ、ジャマイカなど
の近隣諸島からの典型的流入者とともに混ざり合っている。(フロリダ州)
-われわれのところには、マイノリティ、社会経済的低暗層の生徒、それに片親家庭の生徒が、より多くなってい
る。この傾向は過去6'"'-'7年で非常に増大した。(イリノイ州)
1980"-'90年代を通じて、全人口に占めるヒスパニックの割合はー費して増大し(20)、アジア系・太
平洋諸島系人種も増大している (21)07"-'15歳の学校在籍者数をみると、白人は 2562万3千 (1980年)
から 2280万7千 (1998年)に減少しているのに対して、黒人は 468万6千 (1980年)、 485万5千 (1990
年)、 559万3千 (1998年)と増大し、ヒスパニックは 257万7千 (1980年)、 353万3千 (1990年)、
505万 5千(1998年)と、ほぼ倍増している(22)。先童生徒と保護者の人種・民族・言語・文佑的多
様性の急激な進行は明らかである。
ヒスパニック
黒人
白人
全体
図7 18議未満の子どもの両親同居の場合の家計所得の人撞別比較(1998年)
合衆匡商務省センサス局， 2000， p.59をもとに浜田が作成
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家族構成にも重大な変化がみられる。 18歳未満の子どものうち再親と生活している割合は、 77%
(1980年)から 73%(1990年)、 68%(1998年)と減少を続けている。この傾向は人種の違いを超え
て共通し、白人の場合は 83%(1980年)から 79%(1990年)、 74%(1998年)に、黒人は 42%(1980 
年)から 38%(1990年)、 36%(1998年)に、そしてヒスパニックは 75%(1980年)、 67%(1990年)、
64% (1998年)に、それぞれ変化している(合衆国商務省センサス局， 2000， p.58)。片親家庭の多く
は母親との同居で、 1998年現在、それは全体の 23%(自人:18%、黒人:51%、ヒスパニック:27%) 
を占めている。
こうした事態はさらに、家庭の経済条件に結合している。 1998年現在の 18歳未満の子どもの家
計所得は、両親同居の場合、 5万ドル以上が53.9%で1万ドル未満はわずか2.6%であるのに対して、
母親のみで 5万ドル以上の所得のある家庭はわずか 10.2%にすぎず、 1万ドル未満は 32.3%を占め
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ている(23)。両親同居の家庭と母親のみの場合との所得差はどの人種においても歴然としているが、
人種による家計所得の格差は顕著である。図 7は、両親と生活する 18歳未満の子どもの家計所得を
人種別にみたものだが、自入、黒人、ヒスパニックの認の格差、とりわけヒスパニック家庭の所得
の{尽さは明白である。
このように、アメリカ社会の多人撞・多文化・多言語化は、子どもの生活基盤としての家庭環境
の変動と一体化し、さらに経済的貧国と連動して進行している。英語を不得意とする家庭は確実に
増え、その多くが貧困に直面している。公立学校はそのような家庭から通う子どもたちの抱える困
難に向き合うという文脈のもとで、否応なくその保護者への対応を迫られる。学校単位の教膏成果
を厳しく関われる校長にとって、多様な問題を抱える保護者に学校への協力や子どもの教育に対す
る関心をどう喚起するかということが、切実な課題となっている。
そもそも子ども・保護者の多様性は、 SBM導入の背景要因の一つであった。他方で、上述のよう
な家庭環境の変動がより急激に、 SB任の普及・定着と並行して進行してきた。その結果、子ども・
保護者の多様性は SBMのもとで学校経営に取り組む校長にとって、困難要因にもなっているのだと
いえよう。倍々の学校レベルで経営を担う校長は、ここにおいて二つの異質な文脈での保護者との
関係講築という課題に直面することになった。すなわち、 SBMにおける校内意思決定の共同化の促
進と、生活上の困難を抱える保護者の教育参加の喚起・促進である。学校のアカウンタビ J)ティが
厳しく関われる環境の下で、校長は、わが子の教育それ自体に対する積極的関心を保護者に促すと
いう意味をもっ後者の点を、自らの課題として強く意識せざるを得なくなっていると言えよう。
5.総括と今後の研究課題
1980年代前半まで地方教育長の職務を代行する教育行政官に位置づけられていた校長職は、学校
裁量権限拡大施策が進行した 1980年代後半'"'"'190年代を通じてその位置と役割を変化させた。学
区から委譲された権限を受けて、多くの校長は自らを校内の第一権限者とみるのではなく、学校内
部で権限と責任を共詞佑するあり方を求めている。授業改善に演する権限を「校内の他者と共有J
することに課題意識を抱く事態は、これを典型的に表している。
その背景には、教育成果に基づいて個々の学校のアカウンタビリティを明確化する縦度改革があ
る。こうした制度的環境のもとでは、一人ひとりの教員によって展開される教授活動の質を高める
ことに校長は自らの役割機能を集約させる必要がある。そこでは教職員に対する「管理統制」的役
割よりも「助言援助的j 役割が重視され、校内教員集罰をいかに方向づけ促進するかが鍵を握る。
そうして、自校で行われる教授・学習活動の質的改善をもたらす教員の職能開発を意函した校内共同
化に強い関心が注がれることになる。
また、学校裁量権限の拡大においては、保護者の意思決定参加をどう受けとめ、それにいかに対
応するかが、校長の重大な関心事となっている。保護者の意思決定参加は制度的には普及している
が、「参加Jの実質は低調である。その低調な保護者の参加度に対して校長は強い課題意識を抱いて
?
?
?
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いるが、その内実は、意思決定参加度を高めることに単純に向けられているとは言えない。それに
は、児童生徒の家庭状況をめぐる深刻な現実が深く関係している。
1990年代に進行したアメリカ社会全体の変化は、 SBMの要件の一つである保護者による意思決定
参加に逆行する性質をもっていた。それは、人種構成の急激な変化と、それに連動した言語・文化
的背景の多様化、児童生徒の成育環境としての家庭の困難状況とりわけ会図という現実である。在
籍する児童生徒の家庭環境等をめぐる厳しい現実のもとでは、保護者を共同的な意思決定参加者と
みる認識は容易に成り立ちがたい。これにかかわる校長の関心はむしろ、教育に対する保護者の関
心を喚起して教育そのものへの参加を促すことに向けざるを得ない。
SBMにおける共同的意思決定の意義は、単なる意思決定場面への参加というよりも、意思形成過
程への関与によって幅広い関係当事者が教育のあり方を間い直すプロセスにある(浜田， 1999)。上
述のような家庭の現実は、このことに関する校長職の役割の課題状況を示している。そもそも学校
を取り囲む地域的コンテクストの多様性は SBMの施策を推進する要因の一つだったのだが、その多
様化と複雑化の急激な進行は SBMにおける校長識の役部に多くの困難と葛藤を引き起こす要因にも
なっているといえよう。
学校裁量権限の拡大において校長識は、アカウンタビリティにそなえて学校としての教授・学習
活動の質的改善を生みだすことに取り組むことになった。一つには、それは校内において教員の職
能開発を組織化することである。もう一つは、困難さを増す保護者の教育的関心を喚起し、学校教
育へと向けさせることである。 1980'"'-'1990年代を通じた校長による役割の自己認識として、以上の
ことが明らかとなった。
今後は、同時期に進行した校長の資格・養成・研修に関する改革内容にみられる校長の役割期待
の変容について分析する予定である。また、 1990年代後半における学校経営場面での校長による役
割機能の実際についても考察をすすめたい。そうして、学校の自律性確立に向けた校長職の役割変
容の全体像を描出したいと考えている。
付記:本稿は、自本学術振興会科学研究費補助金基盤研究(C)(2)庁自主性・自律性の確立』による学校経営の変化
と校長職の役割に関する日米比較研究J(研究代表者:浜田博文、課題番号:13610277)における 2001"-'2002
年度の研究成果の一部である。
く注>
(1)“school-si te management"や“site-based management"(集権的な官僚機構において意思決定権限を個
別現場組織へ委譲することを含意)などは同義である o Mur、phyand Beck(1995， p.5)によれば、 1989
年までに 14州で取り組まれ、 1991年までにし000の学区で試みられていた。また、 Ogawaand 
White(1994， p.55)によれば、「北東端のメインチ1¥から南西端のカリフオルニア州まで、北西端のワ
シントン州から南東端のフロリダ州まで、全米のあらゆる地域にわたり全学区数の約3分の 1が
SBMプログラムを有し、…SBMを採用した学区数は 1986年以降、急激に増大していったム
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(2) 教員組合と学区教育委員会との協約においても、「教員の第一の賓任は教授することであり、す
べての精力はその白的のために使われるべきであるJと規定されている(浜田， 2001， p.17)。
(3)浜田(1992)においてすでに検討した。 Murphyand Beck(1995， pp.13-14)およびRamir、ez，Webb， and 
Guthrie(1991， p.172)も同様の見解を示している。
(4) Edmonds( 1979， p.16)によれば、「効果的学校(effectiveschools)Jとは「貧困階層の子どもたち
を、中流階層の子どもたちにとっての最低限度の達成度といえる基礎的な技能の最低限の習熟にま
で導く J学校と規定される。「効果的学校研究」とは、低階麗地域にありながらも、生徒の基礎技
能の習得状況を中流階層地域の学校と向程度に保証している学校が帯する組織・経営的諸条件を解
明しようとした諸研究を指している。詳細は、小野(1988)を参照。
(5 )連邦レベルでも、「初等・中等学校改善修正法(Hawkins-StaffordElementary and Secondary School 
Improvement Amendments of 1988， PL100-297)Jの補助金により SB持を奨励した。
(6)財政逼迫状況の中で、その効率化の見地から財政上の意思決定を学校レベルへ委ねて各学校のア
カウンタピリティを明確にする財政手法も、広く SBMが導入される政策的基盤となった。さらに、
1986年の r備えある国家(ANation Prepared)~ (カーネギー財団)と F明日の教師(Tomorrow's 
Teachers ) ~ (ホームズグループ)に象徴されるように、教職の「専門職性」の確立(professionalization)
を求める議論一教員の権銀・役割の拡大の要請ーと施策もまた、 SBMを支持する要因であった。
(7)“Education Week on the Web"によると、 1997年10月現在、全米50州すべてが SBMを認可してい
る。(むRLhttp://www.edweek.org/sreports/qc98/states/indicators/cli-t3.htm) 
(8)もちろんチャーター・スクール等においても共同的意思決定の制度化を伴う場合は少なくないが、
それは「学校選択制」を前提とする点で、 SBM一般のケースとは大きく異なるといえよう。
(9 )これらの諸論については、高野(1991)、浜田(1992)などを参照。
(10) 1991年に連邦教育省の教育研究・改善局(Officeof Educational Research and Improvement， OERI) 
の委託を受け、カーネギー財匝(CarnegieCorporation of New York)及ひ"南カリフォルニア大学の教
育政策研究コンソーシウム(Consortiumfor Policy and Research in Education， CPRE)の支援も受け
て着手された 12の教育改革研究プログラムの iつ。
(11 )呂本でも佐古(1994)が、諸研究の依拠する組織モデルの眼界を指摘している。
(12)米国学校管理職協会(AmericanAssociation of School Administrators: AASA)、全米中等学校長協
会(NationalAssociation of Secondary School Principals: NASSP)、全米初等学校長協会(National
Association of Elementary School Principals: NAESP)など。
(13) National Education Association( 1958)、Departmentof Elementary School Principals， NEA(1968) 
および Pharis釦dZakariya(1979)o 1958年調査は全米の校長4，384名を無作為抽出し、うち 55%
の回答。 1968年は 2，551名を抽出し、そのうち 91.7見の回答。 1979年は同じく 2，577名を抽出し
て66.4%の回答。最後者の発行者である全米初等学校長協会(NationalAssociation of Elementary 
School Principals; NAESP)は前2者の NEAの下部組織であった初等学校長部局が独立したもので、
これら 3つの調査は基本的に向じ調査主体によるものである。その後も NAESPは10年間痛で 2度
の全国調査を実施して 1988年と 1998年に結果を公表している。この調査の最初は 1928年、 2由
自は 1948年に実施されている。
( 14)学区総数は、 1949-50年度:83， 718、1959-60年度:40，520、1970-71年度:17，995、1980-81年度:
15，912、である (NationalCenter for Education Statistics， 1999;浜田， 2001， p.31)。
(15)報告書中この数値は“nearly 96 percent"と表記されており、グラフ中にも正確な数値の記述がみ
あたらないので「約 96%Jと記した (pp.107-108)。
(16) 1988年課査では「権限(authoritY)Jのみが用いられ、 1998年調査では「権限/責任(authority
/問sponsibilitY)Jの表記になっている。ここではこの点に関する十分な考察材料がないので推測
の患を出ないが、 “respons i b i 1 i ty"が加えられた背景には、権限がゆだねられた校長自身の責任
意識に対する関心があるものと考えられる。
(17) 1，360校(小学校534校、中学校375校、高校451校)の校長に質問紙「公立学校の教育改革に関
する調査 (PublicSchool Survey on Educational Reform)Jを送付してし216校から回答を得てお
??? ?
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り、百収率は 90~ (Celebuski and Farris， 1998， p.25) 
(18) i a.全生徒を高度の成果に到達させる戦略的計盟Jib.教員が生徒に期待する学習内容を教授で
きるための職能開発JiC.生徒に期待する学習内容を提示する教材Ji d.インターネットや遠隔通
信などの授業を支援する革新的技術Ji e1.英語能力が不十分な生徒に対する適応Jie2.学習障害
を抱える生徒に対する適応、Jif.生徒に期待する学習内容に対する診断評価Ji g.学校のアカウン
タピリティと継続的改善のために活用される診断評価Jih.保護者がわが子と活動することを援助
するための保護者参加Ji i.より深い教授のための授業自の再構成Jの 10項目 (Celebuskiand 
Farris， 1998， p.80)。
(19)浜田(1998)で明らかにした、「教員リーダー」を核とする校内組織改編の動きはこの文脈に合致
するものである。
(20) iヒスパニック」とは中南米のスペイン語系の人々の総称で、人種の別は関わない。人口割合
は 1980年:6.4%、1985年:7.7弘 1990年:9.0%、1995年:10.3弘 1999年:11. 5%。
(21 )人口割合は、 1980年:1. 6児、 1985年:2.2~、 1990 年: 2.8~、 1995 年: 3.4~、 1999 年: 3.7~ 。
(22) 数字は合衆国商務省センサス局(2001)のp.17およびp.155に掲載のデータから浜田が算出した。
(23) 合衆国商務省センサス局(2001)のp.59に掲載のデータから浜田が算出した。
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